
不動産取得税申告書（裏面）の書き方

新築家屋の場合は、請負業者の所在地・

名称及び新築家屋に使用された資材の数量

をわかる範囲で記入してください。（既に

家屋評価が実施された場合は、資材数量の

記載は必要ありません。）

住宅の特例控除があるべきことを申告

する場合には、この番号を○で囲んでく

ださい。
なお、既存住宅の場合には、この申告
書を提出する際に、建物の全部事項証明
書（建物の新築年月日がわかるもの）及
び住民票の写しを添付してください。

住宅用土地の減額があるべきことを

申告する場合には、この番号を○で囲

んでください。
なお、この申告書を提出する際には、

建物の全部事項証明書（建物の新築年
月日及び面積がわかるもの）を添付し
てください。
既存住宅用土地の場合には、さらに

住民票の写しも必要です。

住宅の取得が予定である場合や土地の
取得者と住宅の取得者が異なる場合のみ
記載してください。

住宅特例控除並びに住宅用土地の減額以

外の特例措置や非課税に関する規定の適用

がある場合には、有を○で囲み、内容欄に

どの規定に該当するかを記入してください。
なお、それらの規定に該当することを証
明する書類をこの申告書に添付していただ
くことが必要になります。

申告書の書き方や添付書類などに
ついて、ご不明の点がありましたら、
同封の「不動産取得税のあらまし」
に掲載されている担当課までお問い
合わせください。


